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（小特集①）
大学院教育とその改革に向けた取組み

井上　　京

　国立大学の法人化や大学院重点化によって大学組織のあり方
が変わってからかなりの年数を経た。この間，日本社会では少
子高齢化，生産年齢人口の減少と世代交代が進みつつあり，そ
の影響を大学も大きく受けている。本稿では今の大学組織の内
実，博士課程進学に関する学生動向と学生にとっての博士号取
得の意味，大学院教育を巡る最近の動き，とりわけ分野横断型
大学院の新設や国際化対応，大学院教育改革の必要性とその方
向について，筆者の所属する北海道大学を事例として紹介する。
大学には人間力のある博士人材を育てることが求められるとと
もに，その活躍の場が社会に用意され，その力を変革に繋げて
いく必要がある。
� （水土の知90-1，pp.3～4，2022）

大学院教育，大学組織，博士人材，教育改革，国際化

（小特集②）
京都大学における若手・女性を含む多様な研究者人材の育成

村上　　章

　ジェンダー平等社会の実現は，多様な視点の共存と相互の寛
容性に基づく創造的で豊かな社会の基盤であり，次世代の育成
を担う大学はその中核としての役割を求められている。また，
人口減少社会において，女性研究者を積極的に育成することは，
優秀な人材の確保と大学の活性化にとっても喫緊の課題であ
る。この課題の解決を目的とする，国内外の若手・女性を含む
多様で卓越した研究者人材の獲得，およびそのために，教員が
充分に教育・研究活動に専念できる環境の整備に対する京都大
学の取組みを紹介する。
� （水土の知90-1，pp.5～6，2022）

男女共同参画推進，女性教員比率，研究人材育成，フェ
ローシップ，研究費支援

（小特集③）
研究・産官学連携の取組みについて

河端　俊典

　国立大学法人の第 4期中期目標期間中の地方国立大学に課
せられた，研究・産官学連携に関する取組みと，その方向性に
ついて，地方大学の取組み例として，神戸大学の研究・社会共
創・イノベーションに関する具体的な対応とその進展と方向性
について紹介する。
� （水土の知90-1，pp.7～8，2022）

アントレプレナーシップ，大学ファンド

（小特集④）
農研機構農村工学研究部門が中長期計画で目指すもの

藤原　信好

　農研機構農村工学研究部門の概要について触れた後に，令和
3年からの5年間の研究計画を紹介する。最近の農業農村にか
かる諸課題である，農業インフラの高機能化・低コスト化，激
甚化する豪雨等の災害対応，温室効果ガス削減等に取り組むた
めに生産基盤の強靱化に関する研究課題を推進する。また，研
究活動をめぐる環境の変化を踏まえて，デジタル化への対応，
研究成果の社会実装，外部の研究資金による研究推進，研究人
材の育成についても論述する。
� （水土の知90-1，pp.9～12，2022）

生産基盤の強靱化，DX，デジタル化，成果の社会実装，
共同研究，人材育成

（小特集⑤）
国際農林水産業研究センターの中長期計画の展開

進藤　惣治

　国際農林水産業研究センターは，熱帯または亜熱帯に属する
開発途上地域を研究対象としている。他の国立研究開発法人と
同様に，法令に基づき中長期計画を作成した上で研究活動を実
施している。本報では，これまでの中長期計画の策定状況と，
2021年度から始まった第 5期中長期計画の概要を紹介すると
ともに，農業農村工学分野の主たる研究内容を紹介する。
� （水土の知90-1，pp.13～16，2022）

開発途上地域，農業研究，温室効果ガス，塩類集積，ア
フリカ

（小特集⑥）
寒地土木研究所の役割と研究開発の動向

川口　清美

　北海道では，積雪寒冷な気候，特殊な土壌条件下で大規模な
稲作・畑作・酪農等の農業が展開されており，これまで国など
によりさまざまな生産基盤整備がなされてきた。土木研究所寒
地土木研究所は，これに必要な農業土木技術に関する研究開発
を長年にわたり担ってきた。現在，土木研究所では第4期中長
期計画（平成 28～令和 3年度）の最終年度を迎え，次年度か
らスタートする新たな研究計画について議論を進めている。本
稿では，寒地土木研究所が行っている農業生産基盤整備に関す
る研究開発の取組みを紹介するとともに，今後の研究開発の方
向を展望する。
� （水土の知90-1，pp.17～19，2022）

寒地土木研究所，研究開発，中長期計画



（報文）
東南・南アジアにおける圃場整備と法制度の現状と課題

齋藤　晴美・八木　正広

　経済成長の著しい東南・南アジア諸国では，農村人口や農業
労働力の低下が農業の持続的な発展を図る上での深刻な課題と
なっている。そのため，農業機械化の導入や水利用の利便性向
上による効率的な農業の実現が求められており，その前提とな
る圃場整備の必要性が増大している。一方，東南・南アジアの
各国における圃場整備の発展段階は大きく異なっている。そこ
で，本報では，その背景を探るため，タイ，ミャンマー，ベト
ナムおよびスリランカにおける圃場整備の現状，農地制度や事
業実施法の課題を分析する。
� （水土の知90-1，pp.21～26，2022）

東南・南アジア，圃場整備，法制度，事業実施手続，換
地処分，圃場整備に係る問題

（報文）
画像診断による補修工を施した鋼矢板水路の再劣化実態の検出

鈴木　哲也・萩原　大生・島本　由麻

　補修工を施した鋼矢板護岸の再劣化は，既存施設の表面処理
後の状態により被覆材との一体化性能に影響を及ぼす。本報で
は，補修工を施して10年が経過した鋼矢板護岸を対象に行っ
た実態調査結果を報告する。特に，有機系表面被覆材の膨張に
伴う再劣化部位について画像解析を試み，実態検出の可能性を
検討した。検討の結果，可視画像をグレースケール画像に変換
し，微分フィルタによるエッジ検出を適用することで矢板形状
を明確に抽出できることが明らかになった。解析精度は，鋼矢
板水路の構造，設置環境，補修範囲と使用画像の画素値に依存
する。より具体的な画像解析には，詳細な鋼矢板水路の設置条
件を把握する必要性が明らかになった。
� （水土の知90-1，pp.27～30，2022）

鋼矢板水路，補修工，再劣化，維持管理，施設更新，画
像解析

（技術リポート：北海道支部）
大規模排水機場における耐震性能照査

鈴木　康弘

　農業用の大規模排水機場「お茶の水排水機場」は1993年に
竣工して25年以上が経過しており，農業水利施設の長寿命化
に向けた機能診断の一環で必要な調査・検討を実施し，耐震照
査・耐震対策工法を検討してきた。本報では，排水機場の耐震
性能照査において，二次元モデルでは横断方向の耐力壁を反映
できない吸込水槽について，耐力壁の効果が反映可能な三次元
モデルを用いて解析した。本施設における横断方向の耐力壁を
考慮した三次元解析の結果，耐震補強箇所はせん断耐力に関す
る4カ所のみであり，補強対象スラブおよび平面的な範囲も限
定的とすることができ，大規模排水機場の耐震診断に対する三
次元解析の適用は有効であった。
� （水土の知90-1，pp.32～33，2022）

排水機場，耐震性能照査，三次元解析モデル，限界状態
設計法，耐震対策工法

（技術リポート：東北支部）
ボンテラン工法によるため池堤体の改修施工事例

森　　公平・吹田　全弘

　青森県青森市浪岡に位置する大堤は，昭和以前に築造された
農業用ため池であり，堤体は漏水や洗掘が確認されている。こ
のため，県営ため池等整備事業により令和2年度から堤体の改
修工事に着手している。本地区では，土と古紙破砕物，固化材
を撹拌し改良するボンテラン工法が施工上の特徴となってい
る。本報では，この工法による改良土を使用した，堤体改修施
工事例について報告する。
� （水土の知90-1，pp.34～35，2022）

ため池，堤体，改修，施工事例，整備

（技術リポート：関東支部）
稲毛田地区における農地中間管理機構を活用した園芸振興

戸叶　貴久

　栃木県の南東部，芳賀郡芳賀町稲毛田に位置する稲毛田地区
では，将来の営農構想の実現に向けて，梨団地利用組合による
地域特産のナシ畑の団地化を進めるとともに，外部から農業参
入した法人等への農地集積・集約化による大規模露地野菜の産
地づくりに取り組み，収益力の向上と地域の活性化を図るため，
令和 2年度から栃木県内初となる農地中間管理機構関連農地
整備事業に着手した。そこで，事業を活用した園芸産地づくり
の取組みについて紹介する。
� （水土の知90-1，pp.36～37，2022）

稲毛田，圃場整備，農地中間管理機構，園芸振興，農地
中間管理機構関連事業，農地集積・集約化

（技術リポート：京都支部）
芹川ダム耐震補強工事における砕・転圧盛土工法

井上　浩行・奥村　　正

　老朽化し，安全基準を大きく下回っている芹川ダム（中心遮
水ゾーン型フィルダム）において耐震対策として採用した「砕・
転圧盛土工法」を紹介する。本工法は，現況堤体の盛土材とダ
ム湖内底泥土を活用し，セメント系固化材と混合することによ
り，強度と遮水性を向上させることができる。また，既存工事
材料の利用により廃棄土砂および工事材料運搬時における周辺
環境への負担の低減ができるという利点もある。本報では，工
法の初期固化工程，解砕工程，築堤工程，品質管理の流れにつ
いて述べるとともに，固化材添加量における注意点，対応策を
示した。
� （水土の知90-1，pp.38～39，2022）

フィルダム，耐震化，砕・転圧盛土工法，遮水，セメン
ト系固化材



（技術リポート：中国四国支部）
モータ一体型立軸ポンプの設置による省スペース化の取組み

野畑　昌晴

　瀬戸内海に面した岡山県備前市穂浪に位置する井田地区は，
干拓により造成された海抜0～1 m程度の低平地であり，高潮
や大雨による浸水被害を幾度も経験している。そのため，中山
間地域総合整備事業（備前地区）において，既設排水機場の更
新整備を実施している。本報では，限られた排水機場の敷地内
で効率的な整備を行うため，モータと一体型の立軸軸流ポンプ
を採用した省スペース化の取組みや，地域住民の理解を深める
ための産官学連携による景観に配慮した取組みについて報告する。
� （水土の知90-1，pp.40～41，2022）

排水ポンプ，立軸軸流ポンプ，海水，耐水モータ，セラミッ
クス軸受，状態監視保全

（技術リポート：九州沖縄支部）
中山間地域における水路トンネル工事

杉田　大明・飯干　健一・都　　俊作

　宮城県の栃ノ木地区にある，岩戸土地改良区が管理する既設
の水路トンネルは，岩盤を掘削した素掘りであり，1901年に
通水を開始して以来，約 120年が経過し，部分的に崩落が発
生する状態である。トンネル内の閉塞や水路の崩壊・埋没など
による災害を未然に防止し，安定した農業経営，維持管理労力
削減を図るためにも，早急な整備が必要であった。しかしなが
ら，本地区は搬入経路の勾配が最大 36％ときつく，また幅員
が狭いため，トンネル坑口近くまで生コンクリートを小型不整
地運搬車で運搬しなければならず，生コンクリートの材料分離
が懸念されたが，高性能AE減水剤を配合するなど技術的な
取組みもあり，工期内にトンネル工事を完成させることができた。
� （水土の知90-1，pp.42～43，2022）

水路トンネル，コンクリート材料，配合設計，中山間地域，
特殊コンクリート

国際ジャーナル「Paddy and Water Environment（PWE 誌)」
購読料のお知らせと購読者の大募集!!

　PWE 誌は，モンスーンアジア諸国の水田農業工学に関わる研究論文，技術論文が多数掲載されており，研究者のみ
ならず，各種事業に携わる技術者にとっても貴重な学術情報誌です。2018 年のインパクトファクター（IF）は過去最
高の 1.379 となり，国際ジャーナル誌（オンラインジャーナル）としての位置づけがますます向上しています。
　PWE 誌を購読することは，農業農村工学を専門とする研究者・教育者が自らの identity を確かなものにし，帰属す
る集団を自覚する役割を果たすものだと認識しています。
　PWE 誌への投稿は投稿料，掲載料を無料としていますが，投稿者は学会員と同時に購読者であることが必要です。
そこで，投稿者の負担を大きく軽減し，投稿しやすくしました。特に学生会員の支援強化のため，学生会員の購読料を
大幅に値下げしました。
　・会員・名誉会員： 9,900 円（税込）
　・学生会員（院生含む）： 4,950 円（税込）

PWE 誌は水田農業における土地，水，施設および環境に関する科学と技術の発展への
貢献を目的としており，掲載論文の分野は，次のように幅広い内容となっています。
① 灌漑（水配分管理，水収支，灌漑施設，栽培管理）
② 排水（排水管理，排水施設）
③ 土壌保全（土壌改良，土壌物理）
④ 水資源保全（水源開発，水文）
⑤ 水田の多面的機能（洪水調節，地下水涵養など）
⑥ 生態系の保全（水生・陸生動植物の生態系）
⑦ 水利施設と減災・防災（施設管理，地すべり，気候変動，災害防止など）
⑧ 地域計画（農村計画，土地利用計画など）
⑨ バイオ環境システム（水田農業と水環境，土壌環境，気象環境）
⑩ 水田の多目的利用（田畑転換，施設園芸）
⑪ 農業政策（農村振興，条件不利地の支援策など）

是非この機会に購読者になって国際デビューを果たしましょう。
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